別記第１号様式（第５条の２関係）

令和　　年　　月　　日　　
住宅防音工事希望届
□　住宅防音工事を希望します。
	(フリガナ)

希望者の氏名

	(                        　)


	希望者が借家人の場合には、住宅に係る所有権を有する者の住宅防音工事に係る承諾が必要になりますが、承諾は得られていますか　　
          （はい・いいえ）

	希望者の住所

	〒   -
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  希望者の住所と住宅防音工事を希望する住宅の所在地が異な
　る場合は、その住宅の所在地を記入してください。

 〒   -


	連絡先
	℡         (　　　　)

	建築年月

	年　　月

（住宅を建て替えている場合は、建て替える前の住宅の建築年月日も記入）
 年　　月

	
	


住宅防音工事希望届の記入に当たってお読みください
１　この希望届は、住宅防音工事に係る希望者を把握し、希望者に住宅防音事業補助金交付申込書を配布するため、提出していただくものです。

２　住宅防音工事は、世帯人員に応じ５居室を限度として、下記に掲げる居室数以内の居室を対象としています。
	世帯人員
	１人
	２人
	３人
	４人以上

	居室数
	２居室
	３居室
	４居室
	５居室


３　住宅防音工事希望届に記載された個人情報は、地方防衛局が作成する工事希望者名簿に業務の遂行上必要最小限の範囲内で記載されます。

　　なお、御不明な点は、次の地方防衛局へお問い合わせください。

　　　　　問い合わせ先
　　　　　　○○防衛局○○部○○○○課

　　　　　　　◎◎県○○市☆☆

　　　　　　　　℡　＄＄＄－＠＠＠－＃＃＃＃(直通)

別記第２号様式（第５条の３関係）

住宅防音事業補助金交付申込書

令和　年　月　日

　　　　防衛局長　殿

工事希望者　　住所　　　　　（電話）

　　　　　　　　　氏名              　　

　砲撃音による障害を防止又は軽減するため、住宅防音事業補助金の交付を受けたいので、下記により申し込みます。

記

１　住宅の所在地：

２　住宅に係る工事希望者の権利の種類（該当するものを○で囲む。）

　　　所有権　　　賃借権　　　その他（              ）

３　工事希望者以外の所有者等の住宅防音工事に係る承諾（工事希望者が所有権を有する場合には、(1)は記入不要。また、工事希望者が借家人である場合には、(2)は記入不要）

(1) 住宅の所有者：当該住宅の住宅防音工事の施工を承諾します。

令和　　年　　月　　日
住所：
氏名：　　　　　　　　　

(2) 借家人：当該住宅の住宅防音工事の施工を承諾します。

令和　　年　　月　　日
住所：
氏名：　　　　　　　　　

４　工事希望者その他の所有者等が、運転免許証等又は個人番号カードの提示により本人であることの確認を希望する場合のその確認の希望時期

(1) 工事希望者の本人確認時期（希望時期を○で囲む。）　　　　 交付申込書提出時 ・ 現地調査時

(2) その他の所有者等の本人確認時期（希望時期を○で囲む。）　 交付申込書提出時 ・ 現地調査時

５　居住状況

	居住者の氏名
	居住開始年月日

	
	


６　実施予定居室数

	世帯人員

	住宅防音工事
実施予定居室数

	人 
	室 


７　建物の現況

(1) 建築年月日：    　年　月　日

(2) 住宅の見取図：別紙１のとおり（住宅防音工事実施予定居室は赤線で囲む。）

８　住宅の建て替え状況：別紙第２のとおり（住宅を建て替えていない場合又は建て替えに併せて防音工事を行わない場合には、記入不要。）

添付書類

　(1) 登記事項証明書又は家屋所在証明書

　(2) 住民票

　(3) 運転免許証の写し（４に該当する場合は除く。）

※　以下の欄は記入しないでください。

ア　工事希望者の本人確認：□運転免許証　□健康保険証　□その他の免許証等（　　　　　）
イ　その他の所有者等の本人確認：□運転免許証　□健康保険証　□その他の免許証等（　　　　　）

確認者：　　　　　　　　

記第２号様式（別紙第１）

住　　　宅　　　見　　　取　　　図

（防音工事実施予定居室は赤線で囲む。）
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	見取図の例





別記第２号様式（別紙２）

住宅の建て替え状況

１　建て替え前の住宅（従前の住宅）

(1) 建物所在地：

(2) 建物所有者：

(3) 建物名称：

(4) 建築年月日：

(5) 滅失年月日(又は滅失予定年月日)：

(6) 全体の戸数：        戸

(7) 防音工事実施済戸数：        戸

　　 【実施済戸番】

	


２　建て替えた（建て替える）住宅（建替住宅）

(1) 建物所在地：

(2) 建物所有者：

(3) 建物名称：

(4) 建築年月日：

(5) 全体の戸数：        戸

(6) 建替住宅の防音工事全対象戸数：   戸【１の(6)】

　   【全対象戸番】

	


(7) 建替住宅の防音工事実施済戸数：   戸

   　【実施済戸番】

	


(8) 今回防音工事実施戸数：   戸

     【今回実施戸番】

	


(9) 今後防音工事対象戸数：　 戸【２の(6)－(7)－(8)】

   　【今後対象戸番】

	


３　従前の住宅を建て替えた（建て替える）理由

添付書類：

注：記載内容等を確認するために必要な次の書類を添付してください。

ア　閉鎖登記簿謄本、閉鎖事項証明書又は家屋滅失証明書など、従前の住宅の所在
地、建築時期、用途、滅失時期及び滅失時における所有者を証することができる書類
イ　アに掲げる書類をやむを得ない理由により添付できない場合には、従前の住宅に係る売買契約書の写し（当該写しが添付できないときは、地域の実情に精通している自治会長等が証する書類）など、従前の住宅の所在地、建築時期、用途、滅失時期及び滅失時における所有者を確認することができる書類
ウ　演習場周辺住宅防音事業補助金交付要綱第１条に規定する区域の指定時における従前の住宅の戸数を確認することができる書類
別記第４号様式（第６条関係）

補　助　金　等　交　付　申　請　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　防衛局長　殿　

　（　　防衛支局長経由）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　　　　名

　令和　　年度において、下記のとおり　　　　　　　　を実施したいので、演習場周辺住宅防音事業補助金交付要綱により補助金の交付を申請する。

記

１　事業の目的：

２　補助金交付申請額：　　　　　　　　　　円

３　事業の内容及び経費配分：事業の内容及び経費配分書に記載のとおり

４　事業の実施予定期間：令和　年　月　日から令和　年　月　日まで 
添付書類：１　事業の内容及び経費配分書

２　世帯人員報告書

注：交付申込書の提出前３月以内に転入している者がいる場合は、世帯人員報告書に世帯全員が記載されている住民票等（原則として補助金等交付申請書の提出前２週間以内に作成されたもの）を添付する。

別記第５号様式（第６条関係）

補助金等交付申請書
令和　 年　 月　 日
　　　　　　防衛局長　殿

　（　　　防衛支局長経由）

申請者　住　　　　　所
氏　　　　　名　

　令和　　年度において、下記のとおり　　　　　　　　を実施したいので、演習場周辺住宅防音事業補助金交付要綱により国庫債務負担行為に係る事業として補助金の交付を申請する。

記

１　事業の目的：

２　補助金等交付申請額：　　　　　　　　円

                  国庫債務負担年割額　令和　　年度　　　　　　円

令和　　年度　　　　　　円

３  事業の内容及び経費配分：事業の内容及び経費配分書に記載のとおり

４  事業の実施予定期間：令和　 年　月　日から令和　 年　月　日まで
　添付書類：１　事業の内容及び経費配分書

            ２　世帯人員報告書
注：１  交付申込書の提出前３月以内に転入している者がいる場合は、世帯人員報告書に世帯全員が記載されている住民票等（原則として補助金等交付申請書の提出前２週間以内に作成されたもの）を添付する。

　　２　国庫債務負担行為に係る事業が３年以上にわたる場合には、国庫債務負担年割額の区分について適宜追加すること。
別記第６号様式（第６条関係）

事 業 の 内 容 及 び 経 費 配 分 書

事業の名称：

	構　造
規格等
	事業量
	経　費　の　配　分
	国庫補
助割合
	経費負担の内訳
	備　考

	
	
	経費の
区　分
	工事費
の区分
	事業費
	
	国　庫補助金
	補助事業　者負担金
	計
	

	
	
	
	
	円

	
	円

	円

	円

	


　注：１　経費の配分の項には、工事費（本工事費、各種工事負担金、工事雑費）又は設計監理費の別を記入すること。
２　設計図書等を添付すること。

別記第７号様式（第６条関係）

事業の内容及び経費配分書
事業の名称：

	構　造
規格等
	事業量
	経費の配分
	国庫
補助
割合
	経費負担の内訳
	備
考

	
	
	経費の
区 分
	工事費
の区分
	事業費
	
	国庫補助金
	補助事業　者負担金
	計
	

	
	
	
	
	
	
	
	年割額
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	令和
 年度
	令和
 年度
	
	
	

	
	
	
	
	   円

	
	   円

	   円

	   円

	   円

	   円

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 注：１　経費の区分の項には、工事費（本工事費、各種工事負担金、工事雑費）又は設計監理費の別を記入すること。
２　設計図書等を添付すること。
３  国庫債務負担行為に係る事業が３年以上にわたる場合には、年割額の区分について適宜追加すること。

別記第８号様式（第６条関係）

令和　年　月　日

世　帯　人　員　報　告　書（　交　付　申　請　時　）

　　　　　防衛局長　殿

　（　　防衛支局長経由）

申請者　住所
　    氏名
　住宅防音事業補助金の交付の申請に係る住宅に居住する世帯人員について、下記のとおり報告します。

記
１　防音工事を実施する住宅（申請者と居住者が異なる場合は記入）

(1) 居住者氏名：

(2) 建物所在地：

(3) 建物名称・号室：

２　居住状況

(1) 世帯人員：         名

(2) 居住者に変更がある場合（世帯人員の数に変更がない場合を含む。）は居住者全員の氏名等を記入

	居住者氏名
	続柄
	居住開始年月日

	
	
	


添付書類：

　この報告書は、防音工事実施居室数の根拠となる世帯人員について確認するため、提出していただくものです。

別記第９号様式（第８条関係）

補 助 事 業 等 計 画 変 更 承 認 申 請 書

（演習場周辺住宅防音事業）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　防衛局長　殿
　（　　防衛支局長経由）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　住　　　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　　　　名

　令和　　年　　月　　日付け　　号で補助金交付決定の通知があった住宅防音事業の実施について、別紙理由書に記載した理由により事業の内容及び経費の配分を変更したいので、承認を受けたく関係書類を添えて申請する。

注：関係書類は、補助金等交付申請書又は補助事業等計画変更承認申請書に添付された書類並びに当該書類に添付された書類及び図面の各葉のうち、補助事業等の計画の変更に伴い変更を必要とする事項が記入されている各葉について、書類にあっては変更前と変更後の補助事業等の計画の相違を容易に比較対照できるよう所要の修正を加えたものとし、図面にあっては変更後の内容を明示したものとする。

別記第１０号様式（第８条関係）

補助事業等計画変更承認申請書
（演習場周辺住宅防音事業）

令和　　年　　月　　日

　　　　　　防衛局長　殿
（　　　防衛支局長経由）

補助事業者　住　　　　  　所 　

氏　　　　  　名　 
　令和　　年　　月　　日付け　　号で国庫債務負担行為に係る事業として補助金交付決定の通知があった住宅防音事業の実施について、別紙理由書に記載した理由により事業の内容及び経費の配分を変更したいので、承認を受けたく関係書類を添えて申請する。

注：関係書類は、補助金等交付申請書又は補助事業等計画変更承認申請書に添付された書類並びに当該書類に添付された書類及び図面の各葉のうち、補助事業等の計画の変更に伴い変更を必要とする事項が記入されている各葉について、書類にあっては変更前と変更後の補助事業等の計画の相違を容易に比較対照できるよう所要の修正を加えたものとし、図面にあっては変更後の内容を明示したものとする。

別記第１１号様式（第１０条関係）

補助事業等着手報告書
（演習場周辺住宅防音事業）

令和　 年　 月　 日

　　　　　　防衛局長　殿

　（　　　防衛支局長経由）

補助事業者　住　　　　　所　

                                  　　　　　　　   　氏　　　　　名　

　令和　　年　　月　　日付け　　号で補助金交付決定の通知があった住宅防音事業について着手したので、下記のとおり報告する。

記

１　契約の状況等
 (1)　設計金額：　　　　　　　　　　円

 (2)　契約額：　　　　　　　　　　円

２　着手年月日：令和　　年　　月　　日

３　完了予定年月日：令和　　年　　月　　日

４　契約の結果生じた補助金の額の剰余額：　　　　　  　円

注：２件以上の契約を締結する場合は、記中１の事項を契約ごとに記載すること。

別記第１２号様式（第１０条関係）

補助事業等着手報告書
（演習場周辺住宅防音事業）

令和　 年　 月　 日

　　　　　　防衛局長　殿

　（　　　防衛支局長経由）

補助事業者　住　　　　　所　

                                  　　　　　　　   　氏　　　　　名　

　令和　　年　　月　　日付け　　号で国庫債務負担行為に係る事業として補助金交付決定の通知があった住宅防音事業について着手したので、下記のとおり報告する。

記

１　契約の状況等
 (1)　設計金額：　　　　　　　　　　円

 (2)　契約額：　　　　　　　　　　円

２　着手年月日：令和　　年　　月　　日

３　完了予定年月日：令和　　年　　月　　日

４　契約の結果生じた補助金の額の剰余額：　　　　　  　円

注：２件以上の契約を締結する場合は、記中１の事項を契約ごとに記載すること。

別記第１３号様式（第１０条関係）

補　助　事　業　等　遂　行　状　況　報　告　書

（演習場周辺住宅防音事業）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　防衛局長　殿
　（　　防衛支局長経由）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　住　　　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　　　　名

　令和　　年　　月　　日付け　　号で補助金交付決定の通知があった住宅防音事業について、令和　　年　　月　　日現在の遂行状況を下記のとおり報告する。

記

	経費の区分及び工事費の区分
	交付決定
	出　来　高
	進捗率
 (B)
×100
 (A) 
	補助金の交付済額
	備考

	
	事業量
	事業費(A)
	事業量
	事業費(B)
	
	
	

	
	
	円


	
	円


	％


	円


	


注：工事雑費に係る出来高の状況は、記載の必要がない。

別記第１４号様式（第１０条関係）

補　助　事　業　等　遂　行　状　況　報　告　書

（演習場周辺住宅防音事業）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

防衛局長　殿
　（　　防衛支局長経由）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　住　　　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　　　　名

　令和　　年　　月　　日付け　　号で国庫債務負担行為に係る事業として補助金交付決定の通知があった住宅防音事業について、令和　　年　　月　　日現在の遂行状況を下記のとおり報告する。

記

	経費の区分及び工事費の区分
	交付決定
	出　来　高
	進捗率
 (B)
×100
 (A) 
	補助金の
交付済額

	備
考

	
	事業量

	事業費(A)
	事業量

	事業費(B)
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	年割額
	

	
	
	
	
	
	
	
	令和

年度
	令和

年度
	

	
	
	円


	
	円


	％


	円


	円


	円


	


注：１　工事雑費に係る出来高の状況は、記載の必要がない。

２　国庫債務負担行為に係る事業が３年以上にわたる場合には、年割額の区分について適宜追加すること。

別記第１５号様式（第１１条関係）

補　助　事　業　等　実　績　報　告　書

（演習場周辺住宅防音事業）

令和　　年　　月　　日

　　　　　防衛局長　殿
　（　　防衛支局長経由）

補助事業者　住　　　　　  所
氏　　　　　  名

令和　　年　　月　　日付け　　号で補助金交付決定の通知があった住宅防音事業を実施したので、下記のとおり報告する。

記

１　事業所要額：　　　　　　　円 
２　補助金交付決定額：　　　　　　　円 
３　収支精算：収支精算書に記載のとおり 
４　事業実施期間：令和　年　月　日から令和　年　月　日まで 
５　事業の内容及び成果 
	経費の区分及び工事費の区分
	交付決定
	実　　績
	差引増△減額
(A)－(B)
比　　　　較

	
	事業量
	事業費(A)
	事業量
	事業費(B)
	

	
	
	円


	
	円


	円



	
	
	
	
	
	


添付書類：１　収支精算書

２　世帯人員報告書（防音工事の場合で、交付申込書の提出前３月以内に転入している者がいるときに限る。）

別記第１６号様式（第１１条関係）
補　助　事　業　等　実　績　報　告　書
（演習場周辺住宅防音事業）
令和　　 年　 　月　　 日
　　　　    防衛局長　殿
　（　　　防衛支局長経由）
補助事業者　住　　　　　　 所
氏　　　　　　 名
令和　　年　　月　　日付け　　号で国庫債務負担行為に係る事業として補助金交付決定の通知があった住宅防音事業を実施したので、下記のとおり報告する。

記
１　事業所要額：　　　　　　　円
２　補助金交付決定額：　　　　　　　円
国庫債務負担年割額　令和　年度　　　　　円
令和　年度　 　　　 円
３　収支精算：収支精算書に記載のとおり
４　事業実施期間：令和　年　月　日から令和　年　月　日まで
５　事業の内容及び成果
	経費の区分及び

工事費の区分
	交付決定
	実績
	差引増△減額
(A)－(B)
比　　　　較

	
	事業量
	事業費(A)
	事業量 
	 事業費(B)
	

	
	
	        円


	
	        円


	　　　　　　　円




添付書類：１　収支精算書
２　世帯人員報告書（防音工事の場合で、交付申込書の提出前３月以内に転入している者がいるときに限る。）
注：国庫債務負担行為に係る事業が３年以上にわたる場合には、国庫債務負担年割額の区分について適宜追加すること。
別記第１７号様式（第１１条関係）

収　　支　　精　　算　　書

事業の名称：
	補助金交
付決定額
	精算事業
費総額
	国庫補助
割合
	国庫補助
金精算額
	概算払
受領総額
	差引国庫補助
金未受領
（返還）額
	備　考

	円


	円


	
	円


	円


	円


	


別記第１８号様式（第１１条関係）

収　　支　　精　　算　　書
事業の名称：

	補助金交
付決定額
	精算事業
費 総 額
	国庫補助
割　　合
	国庫補助
金精算額
	概 算 払
受領総額
	差引国庫補

助金未受領

（返還）額
	備
考

	
	
	
	
	年割額
	
	
	

	
	
	
	
	令和
 年度
	令和
 年度
	
	
	

	円


	円


	
	円


	円


	円


	円


	円


	


注：国庫債務負担行為に係る事業が３年以上にわたる場合には、年割額の区分について適宜追加すること。

別記第１９号様式（第１１条関係）

令和　年　月　日

世　帯　人　員　報　告　書（　実　績　報　告　時　）

　　　　　防衛局長　殿
　（　　防衛支局長経由）

補助事業者　　住　　　　　所
　　　　　　　氏　　　　　名

氏名
　住宅防音事業を実施した住宅に居住する世帯人員について、下記のとおり報告します。

記
１　防音工事を実施した住宅（補助事業者等と居住者が異なる場合は記入）

(1) 居住者氏名：

(2) 建物所在地：

(3) 建物名称・号室：

２　居住状況

(1) 世帯人員：          名

(2) 居住者に変更がある場合（世帯人員の数に変更がない場合を含む。）は居住者全員の氏名等を記入

	居住者氏名
	続柄
	居住開始年月日

	
	
	


(3) (2)に該当する場合は、居住者が変更となった理由を記入
                                      　　　     　            
別記第２０号様式（第１１条関係）

補　助　事　業　等　実　績　報　告　書

（演習場周辺住宅防音事業）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　防衛局長　殿
　（　　防衛支局長経由）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　住　　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　　　名

　令和　　年　　月　　日付け　　号で補助金交付決定の通知があった住宅防音事業の令和　　年度における実績について、下記のとおり報告する。

記

１　事業所要額：　　　　　　　　　　円 
２　補助金交付決定額：　　　　　　　　　　円 
３　年度末の収支の状況：年度末収支状況調書に記載のとおり 
４　事業実施期間：令和　年　月　日から令和　年　月　日まで 
５　事業の内容及び年度末の出来高 
	経費の区分及び工事費の区分
	交付決定
	実　績
	進捗率
 (B)
×100
 (A) 
	補助金の

交付済額
	備考

	
	事業量
	事業費(A)
	事業量
	事業費(B)
	
	
	

	
	
	円


	
	円


	％



	円


	


添付書類：年度末収支状況調書

別記第２１号様式（第１１条関係）

補　助　事　業　等　実　績　報　告　書

（演習場周辺住宅防音事業）

令和　　年　　月　　日

　　　　　防衛局長　殿
　（　　防衛支局長経由）

補助事業者　住　　　　所　　

氏　　　　名　　
　令和　　年　　月　　日付け　　号で国庫債務負担行為に係る事業として補助金交付決定の通知があった住宅防音事業の令和　　年度における実績について、下記のとおり報告する。

記

１　事業所要額：　　　　　　　　　　円

２　補助金交付決定額：　　　　　　　　　　円

国庫債務負担年割額　令和　年度　　　　　　　　円
　令和　年度　　　　　　　　円
３　年度末の収支の状況：年度末収支状況調書に記載のとおり 
４　事業実施期間：令和　年　月　日から令和　年　月　日まで 
５  事業の内容及び年度末の出来高 
	経費の区分及び工事費の区分
	交付決定
	実　績
	進捗率
 (B)
×100
 (A) 
	補助金の交付済額
	備
考

	
	事業量

	事業費

(A)

	事業量

	事業費

(B)

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	年割額
	

	
	
	
	
	
	
	
	令和
年度
	令和
年度
	

	
	
	円


	
	円


	％


	円


	円


	円


	


添付書類：年度末収支状況調書

注：国庫債務負担行為に係る事業が３年以上にわたる場合には、年割額の区分について適宜追加すること。

別記第２２号様式（第１１条関係）

年　度　末　収　支　状　況　調　書

事業の名称：

１　収入の部
	費　  　目
	予　 算 　額
	収 入 済 額
	収 入 未 済 額
	備　    考

	
	円

	円


	円


	


２　支出の部

	費　  　目
	予　 算 　額
	支 出 済 額
	支 出 未 済 額
	備　    考

	
	円


	円


	円


	


